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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第32期
第３四半期
累計期間

第33期
第３四半期
累計期間

第32期

会計期間
自平成23年４月１日
至平成23年12月31日

自平成24年４月１日
至平成24年12月31日

自平成23年４月１日
至平成24年３月31日

売上高（千円） 9,433,567 9,798,713 13,205,807

経常利益（千円） 373,435 479,278 555,482

四半期（当期）純利益（千円） 317,233 286,413 424,105

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － －

資本金（千円） 750,000 750,000 750,000

発行済株式総数（株） 4,395,000 4,395,000 4,395,000

純資産額（千円） 3,998,021 4,283,648 4,130,238

総資産額（千円） 6,536,583 6,738,617 7,546,163

１株当たり四半期（当期）純利益金

額（円）
72.18 65.17 96.50

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） 10.00 15.00 30.00

自己資本比率（％） 61.2 63.6 54.7

　

回次
第32期
第３四半期
会計期間

第33期
第３四半期
会計期間

会計期間
自平成23年10月１日
至平成23年12月31日

自平成24年10月１日
至平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益金額（円） 16.06 28.36

  （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。　

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　

２【事業の内容】

当第３半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

  当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　

(1）業績の状況

　当第３四半期累計期間における我が国経済は、東日本大震災の復興需要等による緩やかな景気回復基調に加えて、新

政権による景気浮揚策への期待を背景とした円安・株高により、投資や消費のマインドにも回復の兆しが見え始めて

おります。一方で、欧米諸国の財政問題や国際金融市場の動向、新興国の景気減速といった懸念材料もあり、先行き不

透明な状況は依然として続いております。

　情報サービス業界においては、ＩＴ投資の抑制傾向は続いているものの、企業活動の一層の効率化を目指した基幹シ

ステムやＩＴインフラの刷新、グローバル化対応、スマートフォンやタブレットの業務利用の拡大等、一部に需要回復

の兆しが見られました。

　このような状況の下、当社は、新規案件の獲得および既存取引の拡大へ向け、幅広いユーザー企業との関係強化およ

び提案活動の促進とともに、新たな成長分野への取り組みの強化を進めました。

　この結果、当第３四半期累計期間における経営成績は、売上高は9,798,713千円（前年同四半期比3.9%増）、営業　利

益は472,057千円（同30.7%増）、経常利益は479,278千円（同28.3%増）、四半期純利益は286,413千円（同9.7%減）と

なりました。

　　　

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

①ソフトウェア開発

　本格的な需要回復に至らない状況のなかで、既存顧客の基幹系システム開発案件などが順調に推移いたしました。

　この結果、売上高は6,064,427千円（前年同四半期比5.1%増）、セグメント利益は639,242千円（同4.0%増）となりま

した。

　

②システム運用管理

　金融業・通信業向けを中心とした大口顧客への安定した案件を確保し、概ね順調に推移いたしました。

　この結果、売上高は3,022,088千円（前年同四半期比4.5%増）、セグメント利益は296,852千円（同23.0%増）となり

ました。

　

③システム機器販売

　ソフトウェア開発案件に関連する機器の販売を中心に推移いたしました。

　この結果、売上高は712,197千円（前年同四半期比8.1%減）、セグメント損失は3,223千円（前年同四半期はセグメン

ト損失34,628千円）となりました。

　

　

(2）事業上および財務上の対処すべき課題

　当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業上および財務上の対処すべき課題はありません。

　

　

(3）研究開発活動

　当第３四半期累計期間における研究開発活動の金額は、4,509千円であります。

　なお、当第３四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成24年12月31日）

 提出日現在発行数（株）
（平成25年２月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,395,000 4,395,000

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数  100株

計 4,395,000 4,395,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

  該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　　

（４）【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
  残高（千円）

平成24年10月１日～

平成24年12月31日
－ 4,395,000－ 750,000 － 1,196,550

　

（６）【大株主の状況】

  当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

　

EDINET提出書類

株式会社Ｍｉｎｏｒｉソリューションズ(E05638)

四半期報告書

 4/15



（７）【議決権の状況】

  当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成24年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成24年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,394,100 43,941 －

単元未満株式 普通株式       700 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 4,395,000 － －

総株主の議決権 － 43,941 －

   

②【自己株式等】

 平成24年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

株式会社Minori

ソリューションズ

東京都新宿区西新宿

二丁目４番１号
200     － 200 0.00

計 － 200     － 200 0.00

 

２【役員の状況】

  前事業年度の有価証券報告書の提出後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

  当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

  当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成24年10月１日から平成24年

12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

  当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,835,812 2,989,724

受取手形及び売掛金 ※1
 2,050,077

※1
 2,062,194

商品 2,806 33,977

仕掛品 116,528 301,765

その他 194,006 173,908

貸倒引当金 △2,057 △826

流動資産合計 6,197,174 5,560,744

固定資産

有形固定資産 238,750 222,783

無形固定資産

ソフトウエア 283,280 96,862

その他 17,928 13,277

無形固定資産合計 301,208 110,139

投資その他の資産

投資有価証券 380,313 396,251

その他 428,727 448,708

貸倒引当金 △11 △9

投資その他の資産合計 809,029 844,950

固定資産合計 1,348,988 1,177,873

資産合計 7,546,163 6,738,617

負債の部

流動負債

買掛金 1,066,537 452,235

短期借入金 866,660 976,660

未払法人税等 294,201 －

賞与引当金 199,999 48,941

その他 506,389 527,162

流動負債合計 2,933,788 2,004,999

固定負債

長期借入金 66,680 31,685

退職給付引当金 283,768 314,162

その他 131,687 104,122

固定負債合計 482,136 449,969

負債合計 3,415,924 2,454,968
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（単位：千円）

前事業年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成24年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 750,000 750,000

資本剰余金 1,196,550 1,196,550

利益剰余金 2,193,191 2,325,788

自己株式 △122 △165

株主資本合計 4,139,618 4,272,172

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △9,379 11,476

評価・換算差額等合計 △9,379 11,476

純資産合計 4,130,238 4,283,648

負債純資産合計 7,546,163 6,738,617
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

売上高 9,433,567 9,798,713

売上原価 8,262,783 8,595,151

売上総利益 1,170,783 1,203,561

販売費及び一般管理費 809,518 731,503

営業利益 361,265 472,057

営業外収益

受取利息 481 507

受取配当金 6,367 6,387

受取保険金 5,000 －

その他 7,553 7,110

営業外収益合計 19,403 14,006

営業外費用

支払利息 6,118 6,164

その他 1,115 621

営業外費用合計 7,233 6,786

経常利益 373,435 479,278

特別利益

投資有価証券売却益 778 3,093

退職給付制度改定益 ※1
 203,564 －

特別利益合計 204,342 3,093

特別損失

固定資産売却損 － 4,447

投資有価証券売却損 － 392

投資有価証券評価損 795 －

特別損失合計 795 4,839

税引前四半期純利益 576,982 477,531

法人税、住民税及び事業税 109,606 90,695

法人税等調整額 150,142 100,422

法人税等合計 259,748 191,118

四半期純利益 317,233 286,413
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【会計方針の変更等】

  （会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）　

  当社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

  なお、これによる当第３四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に与える影響は軽微であり

ます。　

　

　

【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

※１．四半期会計期間末日満期手形

  四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当四半

期会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期会計期間末日満期手形が四半期会計期間末日残高に含

まれております。

　

　
          前事業年度

   （平成24年３月31日）

     当第３四半期会計期間

      （平成24年12月31日）

受取手形             3,529千円                  126千円

　

　

　

　

（四半期損益計算書関係）

※１.退職給付制度間の移行に伴う退職給付制度改定益　

  前第３四半期累計期間の退職給付制度改定益は、平成23年６月６日をもって適格退職年金制度を廃止し、これに伴

い同制度に「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号  平成14年１月31日）を

適用したことにより計上したものであります。　

　

　

　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

  当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期間

に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自  平成23年４月１日
  至  平成23年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自  平成24年４月１日
  至  平成24年12月31日）

減価償却費          325,303千円        247,681千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ  前第３四半期累計期間（自 平成23年４月１日  至 平成23年12月31日）

  １．配当金支払額

（決  議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月27日

取締役会
普通株式 43,947 10 平成23年３月31日 平成23年６月30日利益剰余金

平成23年10月28日

取締役会
普通株式 43,947 10 平成23年９月30日 平成23年11月28日利益剰余金

　

  ２．株主資本の金額の著しい変動

    該当事項はありません。

　

　

Ⅱ  当第３四半期累計期間（自 平成24年４月１日  至 平成24年12月31日）

  １．配当金支払額

（決  議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月25日

取締役会
普通株式 87,895 20 平成24年３月31日 平成24年６月12日利益剰余金

平成24年10月30日

取締役会
普通株式 65,920 15 平成24年９月30日 平成24年11月27日利益剰余金

　

  ２．株主資本の金額の著しい変動

    該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ  前第３四半期累計期間（自 平成23年４月１日  至 平成23年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

 （単位：千円）　

　

報告セグメント

合計 調整額
（注）１

四半期
損益計算書
計上額
（注）２

ソフトウェア
開発

システム
運用管理

システム

機器販売

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 5,767,6902,890,568775,3089,433,567 　－ 9,433,567

セグメント間の内部
売上高又は振替高　

　－ 　－ 　－ 　－ 　－ 　－

計 5,767,6902,890,568775,3089,433,567 　－ 9,433,567

セグメント利益又は損失（△） 614,654241,436△34,628821,461△460,196361,265

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△460,196千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

であります。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない管理統括部門等に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

Ⅱ  当第３四半期累計期間（自 平成24年４月１日  至 平成24年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

 （単位：千円）　

　

報告セグメント

合計 調整額
（注）１

四半期
損益計算書
計上額
（注）２

ソフトウェア
開発

システム
運用管理

システム

機器販売

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 6,064,4273,022,088712,1979,798,713 　－ 9,798,713

セグメント間の内部
売上高又は振替高　

　－ 　－ 　－ 　－ 　－ 　－

計 6,064,4273,022,088712,1979,798,713 　－ 9,798,713

セグメント利益又は損失（△） 639,242296,852△3,223 932,870△460,813472,057

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△460,813千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

であります。全社費用は主に報告セグメントに帰属しない管理統括部門等に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。　
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（１株当たり情報）

  １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日）

  １株当たり四半期純利益金額 72円18銭 65円17銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 317,233 286,413

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 317,233 286,413

普通株式の期中平均株式数（株） 4,394,780 4,394,730

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
　

２【その他】

    平成24年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………65,920千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………15円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成24年11月27日

（注）平成24年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
  該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 　

　 　 　平成25年２月６日

株式会社Ｍｉｎｏｒｉソリューションズ 　

　取締役会  御中　 　

  有限責任監査法人トーマツ 　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士  辻内    章    印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士  阪田  大門    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社Minoriソ

リューションズの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第33期事業年度の第３四半期会計期間（平成24年10月

１日から平成24年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成24年４月１日から平成24年12月31日まで）に係る四半

期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社Minoriソリューションズの平成24年12月31日現在の財政状態及び同日

をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい

て認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　

  （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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